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事業背景と目的

 デジタル技術等が進展してフィジカル及びサイバーの融合が進むＳｏｃｉｅｔｙ５．０においては、データを収集してフィジカ
ル及びサイバーを制御するための基盤を構築していくことが産業発展において重要である。さらには、こうしたデジタル
技術を活用した取組は社会的課題の解決に繋がる可能性がある。このうち、モビリティ分野については、ドローンやサー
ビスロボットをはじめとした自律移動ロボットの普及、需要と供給の制御や三次元空間情報の活用をはじめとしたデジタ
ル技術の進展が進むなど、フィジカル及びサイバーの融合が産業発展や社会的課題の解決に与える影響が大きいと考え
られる。

 モビリティ分野においてＳｏｃｉｅｔｙ５．０を実現するためには、産業構造の変革を通じて産業発展や社会的課題の解決を
進める将来像をユースケースや定量的な効果を具体的に示しながら、様々なステークホルダーの共通理解を得た上で、
その実現に向けたアーキテクチャを設計して、その実現までのロードマップを描くことが必要である。本調査では、この
うち将来像の具体化を行うことを目的とする。

 ドローンやサービスロボットをはじめとした自律移動ロボットやデジタル技術については、その利用が進み始めているが、
既存事業の補助的な役割での利用の場合が多い。本調査事業では、２０３０年以降を念頭に、こうした自律移動ロボット
やデジタル技術が様々な事業において中心的に利用されて産業発展や社会的課題の解決に繋がる将来像を具体化して
いく。

 その具体化に当たっては、自律移動ロボットやデジタル技術を起点にその普及を目指すという視点や業界毎の縦割りの
視点で検討を進めるというよりは、自律移動ロボットやデジタル技術も活用しながら、モビリティや業界を横断して産業
構造を抜本的に変革して産業発展や社会的課題の解決を進めて、人々のくらしを豊かにするといった視点のもとで、
様々なステークホルダーがその実現に向けて共感・共創できるような将来像を具体化していく。
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 国内の組織・企業が公開しているドローン及びサービスロボットに関連する市場規模の将来推計結

果を整理した。

将来推計に関するレポートの整理結果一覧

1.1 先行類似レポートの整理

調査対象レポート

• インプレス総合研究所：ドローンビジネス調査報告書2021
• インプレス総合研究所：水中ドローンビジネス調査報告書2021
• 矢野経済研究所：スマート農業国内市場規模推移と予測
• 東京都戦略政策情報推進本部：東京都における産業用ドローンの市場規模の推計と予測
• マーケティング・データ・バンク：MDB有望市場予測レポート
• 富士経済：プレスリリース（農林水産ビジネスの最前線と将来展望2020）
• 富士経済：プレスリリース（次世代物流ビジネス・システムの実態と将来展望 2018）
• 富士経済：プレスリリース（エネルギーデジタルビジネス市場の現状と将来展望 2020）
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 以下の表に示す項目別にモビリティ種類・対象国別に国内外動向を整理した。

 対象とするモビリティ： ドローン・サービスロボット・自動運転車

 対象国：日本、米国、欧州、中国・インド

国内外動向まとめについて

1.２ 産業構造の変革を実現する技術・ビジネスモデル調査

項番 大分類 項目 とりまとめ内容

1-1 ビジョン・ユースケース ビジョン 国や国に準じる団体として自動移動体の普及に向けたビジョンや方向性
特徴点、社会課題解決との関係性など

1-2 ユースケース 先行して進めているユースケースなど

1-3 組織 普及に向けて中心となっている運営主体や状況

2-1 機能 機体・機体制御 機体単体の提供主体がだれか、機体単体として制御を考えている範囲

2-2 全体制御 機体の識別や運行管理など外部から制御・管理する機能について
分散管理・集中管理などの考え方

2-3 インフラ（サイバー） 機体が自動走行する上で有効なサーバ上でのインフラ機能の整備・検討状況
例）信号連携、経路計画、走行ログ管理、空間情報…など
制御システムやサーバーシステムで使用可能な外部情報（空間ID、地理空間ISO、ダイ
ナミックマップなど）の整備も含む

2-4 インフラ（フィジカル） 機体の自動走行時や運用する上で、影響あるフィジカルなインフラの整備主体と整備
状況や移動体が使用可能な通信環境とその通信環境の整備提供主体など
例）：道路・歩道、空港、充電ステーション、通信環境…など

3-1 ガバナンス・国際標準 制度・法律 移動体が自律移動するための法律やルールなどの整備状況

3-2 安全基準、責任、その他 機体の安全基準と運用時の安全基準、操作者の安全基準、安全を担保する方法
などについて国内基準や国際基準の整備状況
有事の時の責任の在り方や補償についての方針や検討状況

4-1 産業振興 実証実験の状況 実用化に向けた実証実験などの状況

4-2 商用利用の状況 商用導入されている事例や事業化に向けた状況

4-3 社会受容性に関する取組 社会受容性に関して検討や実装などをしている団体や企業





Copyright © Mitsubishi Research Institute 17

日本はWP29における標準化議論をリード。機体・地理空間情報・ガバナンス（安全基準等）について

議論を引き続きリードすることで、国産車両・地図等の国際的展開を有利としていくことが望ましい

国内外の動向整理（自動運転）目指すべき方向性（1）

1.2.1 自動運転に関する技術・ビジネスモデル調査

日本の市場拡大のため、機体・地理空間情報・ガバナンスの標準化及び海外への発信を推進

国際的なレベルでの自動運転車両

に関する技術基準は、国連の自動車

基準調和世界フォーラム（WP.29）

において議論されている。

令和2年６月に、自動運行装置（レベ

ル3）に係る国際基準が初めて成立。

＜成立した基準＞

• 少なくとも注意深く有能な運転者と同等

以上のレベルの事故回避性能

• 運転操作引継ぎ警報を発した場合、運転

者に引き継がれるまでの間は制御を継続。

運転者に引き継がれない場合はリスク最

小化制御を作動させ、車両を停止

• ドライバーモニタリングシステムの搭載。シ

ステムの作動状態記録装置の搭載

• サイバーセキュリティ対策

• シミュレーション試験、テストコース試験、

公道試験及び書面審査を適切に組み合わ

せた適合性の確認

出所）以下の出所に基づき三菱総合研究所作成

[1]国土交通省,  令和２年６月25日「自動運行装置（レベル3）に係る国際基準が初めて成立しました」 」 ,  

ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001350036.pdf（閲覧日2022/１/２８）

［２］国土交通省,  「自動運行装置の国際基準の概要」,  

ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001350036.pdf  （閲覧日2022/１/２８）

［３］国土交通省,  「自動運転に係る国際基準検討体制の概要」,  

ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001350039.pdf  （閲覧日2022/１/２８）
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国内外の動向整理（自動運転）目指すべき方向性（2）

1.2.1 自動運転に関する技術・ビジネスモデル調査

 ホンダは世界で初めてレベル3の自動運

転機能を搭載した車両を発売

世界に先駆けてのレベル３自動運転車両の発売には、レ

ベル３の型式登録・商品化に関係する制度設計について、

企業と行政にて対話をしながら実施の上、発売を行った

という背景あり。

例：メーカーの技術限界、性能限界について

行政がヒアリングの上基準を決定

 今後もオーナーカー分野での実用化を推

進する制度設計を官民連携で実施するこ

とが望ましい

上記の例を鑑み、レベル３の発展、その後のレベル４実装に向けた制度設計を、個社単位での官民連携の上実施

していくことを推奨することが望ましい。

また定めたルール案について、先に述べたWP29での発信・協議、標準化を見込むことも併せて実施が望ましい。

出所）以下の出所に基づき三菱総合研究所作成

[1]（株）講談社ビーシー,  ベストカーWeb, 「世界初 自動運転レベル3実現！ 「Honda SENSING E l i te」搭載 新レジェンドに「ホンダらしさ」を見た！」,  

ht tps : / /bestcarweb. jp/feature/co lumn/276913（閲覧日2022/03/14）

オーナーカー分野の実用化をさらに推進するような制度設計等が必要。
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出所）Yours  Technolog ies  2019年１１月８日 ニュースリリース https : / /yours .xyz/ index .php/ index/ar t ic le/ info?art id=10 （閲覧日2022年2月22日）

Neol i x Product  Center . ht tp : / /www.neol i x .net/productCenter .html （閲覧日2022年2月22日）

国内外の動向整理（サービスロボット）目指すべき方向性（1/３）

1.2.2 サービスロボットに関する技術・ビジネスモデル調査

 米国は大企業のR&D予算、中国は国営ベンチャーへの投資等大規模な投資により、開

発、自治体の実証受入を促進

 米国・中国は社会受容性の観点より産業振興を重視。実証に応じて柔軟に規制緩和等

を実施できている

 日本は、規制緩和等について社会受容性に留意しながら実施する必要がある。

併せて、大企業等の予算投入が進まない状況にあるため、市場規模では不利。

→米国・中国に対抗するためには、生活スタイルの提案及び都市単位での規制緩和

（例：XaaSとセットとする）、国際標準策定による国産機体等の品質アピール等が必要

• 一部米国メーカーは、ロボット製造からオペ
レーションまで一気通貫で行うビジネスモデ
ルを展開。利用者のハードルが低い。

• 公道走行可能なエリアあり（米国、中国）。
• 中国で実用が進む中型機（１台で複数運搬）

については、2019年ヤマトホールディング
スが出資を決定する等、海外機体の事業者
導入が進んでいる。

米国・中国は予算とガバナンスの柔軟性で市場規模拡大。日本も機能の国際標準化、実用化推進
等が必要になる。
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国内外の動向整理（サービスロボット）目指すべき方向性（2/３）

1.2.2 サービスロボットに関する技術・ビジネスモデル調査

 国交省・警察庁等各主体により法制度および規制緩和を検討。実装を進める中で

安全基準についても検討し国際標準を狙うことで、国内メーカーの強みを確保す

ることが望ましい。

国土交通省によるラストマイル自動運転車両システム
のガイドライン
走行環境（場所、速度、天候等）を具体例としてまとめるとともに、当該走行環境を
走行する車両について、自動運転車の安全基準（令和2年４月 「自動運行装置に係
る保安基準」）への適合性確保にあたって設計時に留意すべきポイントを規定

• 国土交通省はラストマイル自動運転車両シス
テムのガイドラインを策定（2020年）

• 警察庁は「多様な交通主体の交通ルール等の在り方に関する有識者検討会」を設置し
（令和2年７月）、電動モビリティに関して新たな交通ルールを検討中。

出所）以下の出所に基づき三菱総合研究所作成

[1]国土交通省,  「ラストマイル自動運転車両システムのガイドラインを策定しました！」,  ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001354515 .pdf

（閲覧日2022/03/１４）

[2]国土交通省,  「 「ラストマイル自動運転車両システム」ガイドライン概要」,  ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001354516 .pdf

(閲覧日2022/０３/１４)

[3]国土交通省,  「ラストマイル自動運転車両システム基本設計書」,  ht tps : / /www.ml i t .go . jp/ report /press/content/001354517 .pdf(閲覧日2022/０３/１４)

サービスロボットについて法規制緩和、安全基準、保障面について検討を進め
国際標準化等に繋げ、国産商品の強み明確化・展開を促進する
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 MRI作成「イノベーションによる解決が期待される社会課題一覧」より自律移動ロボットに関連する課題をピックアップした。

社会課題の一覧

1.3 社会課題と解決の方法の調査

分野 目次番号 社会課題 解決策

医療福祉

1-① 生活習慣病による健康長寿の阻害 予兆把握技術と重症化防止対策

1-② がん患者数の増加、治療の限界 超早期発見。精密な治療の提供

1-③ 医療・介護サービスに対するキャパシティ不十分 ロボットを導入した介護等業務の効率化

1-④ 自立維持が困難な高齢者の増加 介護ロボット等の開発による介護負担の軽減

1-⑤ メンタルヘルスを損なう人の増大 ロボットによるメンタル支援やモチベーション向上

1-⑥ パンデミックの頻発・深刻化 ドローンによる医療品の運搬

水・食料・農業

2-① 食品事故・事故等の対策コストが増大 サプライチェーン全体を通じた信頼性向上

2-② 食料供給力の低下 ロボットとの作業分担により作業負担の軽減

2-③ 人口増に伴う食糧調達困難 食料需要増に対応した供給確保

2-④ 食品ロス・食料廃棄の弊害が深刻化 生産・供給・消費の高効率化、廃棄物の削減・活用

2-⑤ 利用可能な水資源の不足 水インフラ機能の確保・機能向上

2-⑥ 「食」から得られる幸福感の変容 「モノ」から「コト」に着目した食の多様化

エネルギー

・

環境

3-① エネルギー供給の持続可能性への不安 分散型の新しいエネルギーシステムとしてEV等の導入

3-② 民生・産業部門の電化・省エネが不十分 民生・産業部門の電化・省エネを促すソリューション

3-③ 家庭での省エネ、脱炭素が不十分 行動変容を促す情報提供とインセンティブ付与

3-④ 資源のリサイクル、有効利用が不十分 ロボット選別等によるリサイクルの効率化

3-⑤ 環境の汚染・破壊、生物多様性の損失 大気・水質・土壌汚染対策、生態系の保全

モビリティ

4-① 交通渋滞による経済損失と環境汚染 ICT活用による交通量の最適化

4-② 交通弱者の増大 新たな交通ネットワークの形成

4-③ 車中心社会による負の効果 人間中心のまちづくり（交通事故と環境汚染対策）

4-④ 需要増加に対する物流キャパシティ不足 物流における各サプライチェーンの効率化

4-⑤ 移動せず移動目的を果たすニーズ増 リアルとデジタルの融合したSociety5.0社会の構築

災害対応・インフラ

5-① 自然災害に対する備え、対応が不十分 革新的技術や社会システムの活用した国土強靭化

5-② インフラ老朽化への対応の遅れ インフラの効率的なメンテナンスと集約化

5-③ 空き家の増加がもたらす都市荒廃 空き家の資産化・活用を地域の活性化に結び付ける

5-④ 社会インフラの活用・維持は非効率 多角的な視点による社会インフラの高度化

教育

・

人材育成

6-① 環境による教育機会の格差 ロボット、ドローンを活用したプログラミング学習

6-② リカレント教育の機会が不足 時代に適合したリカレント教育機会・学びの場の提供

6-③ 情報の氾濫と偏りがもたらす諸問題 バイアスのないオープンな会話の機械・チャネル提供

6-④ AI社会に適した人財の育成機会が不足 人間ならではの能力の再定義と育成環境の提供
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ヒアリング質問項目概要

2.４ 関係者ヒアリング

各主体から主に下記のような意見が得られた。

回答（例） ドローン サービスロボット 自動運転・MaaS

将来的に普及
が予想される
ユースケース

【移動（人・物）】
 ショッピングモールからの自動配送
 医療用品配送

【点検・監視・設備・情報収集】
 高所等のひび割れ発見
 工場・水力発電所・鉄塔のメンテナ

ンス
 ガソリンスタンド等へのドローンス

テーション構築・点検活用

【その他】
 観光活用
 農業活用（AIによる牧場の雑草発

見・スポット農薬散布）

【移動（人・物）】
 屋内物流（オフィス、マ

ンション等）
 ロボット・ドローン間等

の荷物受け渡し

【移動（人・物）】
 ラストワンマイル

輸送
 高速道路・幹線

道路の自動運転
バス・トラックに
よる長距離輸送
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ヒアリング質問項目概要

2.４ 関係者ヒアリング

各主体から主に下記のような意見が得られた。

回答（例） ドローン サービスロボット 自動運転・MaaS

協調領域とすべき

分野・データ

【分野】
・ドローンの安全性能
・電波品質
・広域運行する場合のインフラ、基地網
・ドローンを用いた点検のマニュアル等
・人材育成
【データ】
・位置測位のためのボクセル
・安全を担保するためのデータ連携

【分野】
・インフラサイドの整理
・業態・お金の流れの整理
・屋内マップの標準仕様
【データ】
・人（第三者）とロボットの意思
疎通方法整理

ー

ビジョン実現への
障壁

・国産機体の性能限界
・地域課題等のニーズとのマッチング
・規制緩和に加えた国等の投資的なてこ入れ
・海外機体の認証・導入スケジュール
・無人航空機 / 無操縦者航空機の区分明確化
・自動化の実現
・各業務プロセスの、ドローン導入を踏まえた再
整理・再定義

・協調領域・基盤技術が未整理
であることで開発技術障壁が
高い
・ステークホルダー間の責任分
解が未整理である

ー

ガバナンス上の
懸念

・官民両方のデータを使用する際、データの瑕疵
による事故等の責任分解の検討
・技術が育たない産業構造の解消
・飛行許可の為の申請等、事前作業の効率化

・自己位置推定の性能を計測す
るための基準等、技術的基準の
検討
・海外で既に取り組まれている
様々な動きの情報収集、把握

ー
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ロードマップ作成の検討手順

３．ロードマップ作成

章 検討手順 内容

3.１
情報収集

 自律移動ロボット、無人航空機、空飛ぶクルマ、自動運転車に関する国内・国外

のロードマップやウェブページを参考に以下の情報を収集

①中～長期的ビジョンの在り方を記載

②期待される技術要素

③産官学連携が必要な取組み

④国内の状況

3.２ 課題整理と手段定義

 モビィリティ分野の変革を実現する手段の定義

①連携を阻むボトルネックの把握（技術面・制度面など）

②変革を実現するための手段とその使い方の定義

3.３
目標の定義

共通指標の作成

 2ステップで得た情報をもとに、モビィリティの完全自律制御×複数分野にま

たがる活用の観点で実現できるサービスや運用事例をリストアップ

 分野横断で活用できる社会システムの成熟度指標を策定する

3.４ ロードマップの作成

 現行の各分野におけるロードマップを比較し、その差分を抽出

 社会実装にあたり必要な環境整備（ルールやスキームの在り方）などの手段を

記載する

 以下の手順で情報収集・分析・ロードマップ作成を実施した。
 STEP3における検討結果を踏まえてSTEP4を策定した。
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情報収集サマリ

3.1 国内外ロードマップ整理

産業分野 ビジョンの在り方 期待される技術要素 産官学の連携の取り組み 国内の状況

ロボット

（自律移動／産

業用）

データを蓄積により、ロボットがを

情報端末化することでまったく新

しいサービスの付加価値の源泉に

なる（2030年～）

 人工知能

 センシング

 通信技術

 規制緩和

 人材育成

 メーカーとユーザーのマッチン

グ支援

 ベストプラクティスの共有

 分野ごとの縦割りな規制

が存在

 自律移動ロボットは公道

で走行禁止

ものづくり

産業

データ収集、蓄積、分析予測によ

り制御と最適化が進む（2040年）

工場・生産ラインへの利用を想定

 人工知能

 センシング

 通信技術

 人材育成

 新たなサプライチェーンの枠

組みの在り方

 先行事例の共有

 スマート化に向けたステッ

プ・コストが不明のため導

入しにくい

自動運転車

遠隔監視のみによる自走運転サー

ビスが普及し商業化がすすむ

（2025年）

将来的には人によるシステム介入

なしで運転を行うシステムを想定

（2030年～）

 操作UI（人間工学）

 センシング（認識・判断）

 通信技術（５Gや信号協

調、セキュリティ対策）

 地図・地形データの蓄

積（3D地図）

 安全性評価（実証実験・運用体

制構築、リスク評価）

 情報共有体制、サイバーセキュ

リティ対策

 国際標準化（通信周波数関連）

 AIやIT分野の人材開発

 歩行者に課すルールが
未制定

 自動運転中の責任分担
の在り方

 国民への理解促進と合
意形成の在り方に課題
あり

無人航空機

第三者上空飛行の解禁（2023年）
より人口密度の高い地域にてより
多くの機体の同時飛行の実現（～
2030年）

 センシング

 通信技術（リモートID、

運航管理システムの開

発）

 通信技術の開発や実証実験の

実施

 メーカー、事業者を含めた制度

設計、調整を実施

 運航管理システムの開発

 機体認証、免許の制度を
策定中

 飛行リスクの評価や運航
の在り方に関して業界の
合意が必要

空飛ぶクルマ

実証実験の開始（2023年～）

商業運航の開始（2025年～）

物の移動⇒人の移動（地方）⇒人

の移動（都市）、救急搬送や娯楽へ

の活用への拡大(2025年～)

 機体の電動化

 電波通信の利用

 センシング（有人航空機

との情報連携など）

 安全・騒音・環境への配慮

 交通ルールの在り方

 各所との調整

 遠隔操作・自律性の技術開発

 他のヘリポートでの共同運航

 機体・免許制度に関して
検討中

 無人航空機と有人航空
機の両方の差分を比較
して取りまとめすること
が必要
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調査対象文献

分野 内容 発行者

ロボット 第４次産業革命期におけるＩｏＴ・ロボット導入促進調査 「 ものづくりス

マート化ロードマップ調査 」

経済産業省 中部経済産業局

自動走行ロボットの社会実装に向けて 経済産業省 商務・サービスグルー

プ 消費・流通政策課 物流企画室

2030年代に実現したい未来の姿と実現に向けた工程イメージ 総務省 情報通信審議会 情報通信

政策部会

自動運転車 自動走行ビジネス検討会 「自動走行の実現に向けた取組報告と方針」

報告書概要

経産省製造産業局、国交省自動車

局、自動走行ビジネス検討会

ドローン 空の産業革命に向けたロードマップ 小型無人機に係る環境整備に向け

た官民協議会

空の移動革命に向けたロードマップ 空の移動革命に向けた官民協議会

3.1 国内外ロードマップ整理
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自律移動ロボットの開発動向

 ラストワンマイル配送の代替補助手段として、自動走行ロボットによる配送が検討・社会実装がされている
 日本においては、【物流業界】分野でのニーズが高く、自動化による【省力化】の役割を期待されている
 社会実装のためには、法整備と実証試験をもとに、運航安全の在り方・受容性の確保を盛り込んだガイドラ

イン案の作成が必要

自動走行型 自動追従型

• カメラ画像やGPS情報等を基に周辺状況 を認識し、自律的に目的
地等へ移動

• メーカー例 ZMP（日）
Starship、Robby、Marble（米） DeutschePostDHL※1（独）
※1 自律走行型、自動追従型の両機能を搭載

• 追従すべき対象（人）をセンサーで認識 し、先導して動く対象を追従する
形で移動

• メーカー例
Doog（日）や中西金属工業（日）
主に室内での利用を想定しており、大学と連携して開発中

物流・オンデマンド宅配・警備業務（セキュリティ対策）、清掃業務 物流・農作物運搬・移動販売

法規制面の課題 現行法制下では自動走行ロボットの公道走行ができない

機体の安全性の確認 自動走行ロボットの安全性がいまだ確認されていないことから、実証
実験を行う必要がある
（走行場所、走行速度、機体重量などを考慮）

複数機体の同時運航 複数の自動走行ロボットが存在するケースへの懸念 （異なるメーカー
の自動走行ロボットが接近した場合のコミュニケーション等）

社会におけるすべての人への配慮 歩行者の安全確保に関する懸念 （視覚障碍者等とのコミュニケーショ
ン等）

3.1 国内外ロードマップ整理

出所）以下の出所に基づき三菱総合研究所作成

［１］経済産業省,  「自動走行ロボットの社会実装に向けて」平成３１年３月,s i ryou5.pdf  (kante i .go . jp)(閲覧日2022/3/14）

検討されている自律移動ロボットの種類と活用例

社会実装における課題
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第４次産業革命期におけるＩｏＴ・ロボット導入に関する検討

 2040年のモノづくりを洞察したレポートによれば、IoT・ロボットの導入に関して、データ収集、蓄積、分析
予測により、データを用いた制御と最適化が進む。

 使用する技術としては、人工知能、センシング、通信技術であり、自動化・モジュール化を進め、サプライ
チェーン全体を通じて情報・モノがつながり、消費者までつながるネットワークが実現する

分類 項目 内容

技術 自律化 人工知能、センシング、通信技術等の発達により、モノの自律化が進展する（自動走行
が可能となるなど）

モジュール化 電装化は電子機器と同様にモジュール化をもたらす。自動車メーカー各社も部品共有

化によるコストダウンを狙い、モジュール化 設計を推し進める

デジタル化 IoTやIndustry4.0といった取組により、サプライチェーンおよびエンジニアリング
チェーンのすべての情報がデジタル化され分析可能に なる。同時にネットワーク速度・
演算速度はボトルネックではないレベルに高速化する。IoTは広くサービス業にまで波

及する。

AIの普及 AI技術が革新的に進化し、安価なアプリケーションが開発されることで誰でも簡単に
利用できるようになる。論理解のある問題に ついてはすべてAIで解くことができる。

消費者ニーズ 消費者需要に対応するた
めの 製品のネットワーク化

すべての製品はネットワーク接続し、それを活用した製品設計が求められる。トレーサ

ビリティも完全に求められるようになる。

デジタル・カスタマイズ
マーケティングの究極化

望む消費者においては、全ての保有物・利用物、使用状況、購買履歴がデジタル化・共

有化される。

外部環境変化の全体像

ＩｏＴやロボットの活用によるスマート化の基本的なステップの検討

3.1 国内外ロードマップ整理

出所）以下の出所に基づき三菱総合研究所作成

［１］経済産業省,  第４次産業革命期におけるＩｏＴ・ロボット導入促進調査 「 ものづくりスマート化ロードマップ調査 」 ２０１７年３月,000093.pdf  (met i .go . jp)（閲覧日2022/3/14）
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自動運転のロードマップ
 自動運転システムの最終レベルとして、システムが運転手の代わりにすべての動的タスクを実行し、作業継続が困難な状

態であっても人によるシステム介入に頼らずにタスクの継続ができることと定義する
 システムによる省力化（人的リソースや業務効率化）が期待される
 検討の範囲の拡大の流れ

• 2025年をめどに、遠隔監視のみによる自動運転サービスを普及させる。
• サービス形態としては以下のケースが2020年以降、検討されている。

 ラストマイル自動走行実証（遠隔無人小型モビリティやＢＲＴなどのバス路線）
 トラック隊列走行実証実験(トラック幹線輸送サービス) 
 道の駅等を拠点とした自動運転事業（小型モビリティ）

 社会実装における課題

ヒューマンーシステム 遠隔動作指令者の技能、非常時の対応方法、遠隔型自動運転システムが備えるべき操作インターフェイス

制度 遠隔監視又は遠隔操作における車両台数に応じた運用体制の在り方、定め方
自動運転中の事故に関するサービス事業者と製造者間の責任分担の在り方
サービス事業における法人と運転手個人間の責任分担の在り方

社会インフラ 遠隔監視又は遠隔操作における通信遅延解消のため5Gの活用
自動運転車の技術・性能や走行環境等に応じたインフラとの連携（信号協調、V2X等）
公道（特に都市部）において安全に乗り降り又は荷下ろしを行う場所の確保

受容性 （特に都市部・一般道において）多数のステークホルダーとの協力や合意形成の在り方
周囲の車両/歩行者に対する、自動運転中であることや次の行動等に関する表示など外部インターフェースの在り方
交通ルールを守らない歩行者等への自動運転車の対応の在り方

性質 短期的目標 長期的目標

運航地域 限定的空間かつ第三者が不在の空間（工場、
空港、廃線区間など）

より広域かつ第三者がいる空間へ（自動者専用の高速道路→
幹線道路や生活道路など）

監視状況 監視あり（運転手あり） 遠隔監視のみ（運転手なし、車内乗務員のみ）

走行速度 低速移動 高速移動

3.1 国内外ロードマップ整理

出 所 ） 以 下 の 出 所に 基づ き三 菱総 合研 究所 作 成

［ １ ］ 自 動走 行ビ ジネ ス 検討 会, 「 自 動 走 行 の 実 現に 向け た 取 組報 告と 方 針 」 報 告 書概 要 Ve rs i o n4 . 0 2 0 2 0 年 5 月 1 2 日 , 2 0 2 0 0 5 1 2 0 2 . p d f  ( m e t i . g o . j p )

（ 閲 覧 日 2 0 2 2 / 3 / 1 4 ）
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作成の参考としたロードマップ

出所）［１］経済産業省資料,  「空の移動革命に向けたロードマップ（改訂版）」

https : / /www.met i .go . jp/sh ing ika i /mono info serv ice/a i r mobi l i ty/pdf/008 01 02.pdf （閲覧日2022/3/18）
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課題整理と手段の定義および共通目標の設定

実現すべき社会 付加価値 ボトルネック部分 変革を実現するための手段 手段の使用方法

すべての人が使いやすい 安全・安心

• 法規制の在り方

• 新たな技術の社会

受容性

• 業界の合意形成

• 大衆へのユースケースの展

開およびメリットの説明

• 産業界の開発ニーズ

業界のマッチング

• 大衆とのコミュニケー

ション、アイデア募集

や交換会

つながる 利便性向上

• 縦割り分野の改善

• 技術上の課題（物

理的安全の確保・

サイバーセキュリ

ティ対策）

• 物理的構造／アーキテク

チャの設計

• 人工知能（データの蓄積と

学習）・センシング技術・通

信技術の高度化

• モビリティによる物理

空間の連携

• データによる情報空

間の連携

人と技術の役割分担 産業効率化

• 人材育成の不足

• コスト試算

• 事例共有不足

• AIやセンシング技術のデー

タハンドリング方法の開発

• 自動・手動の分界点の考察

• 自動化への移行

• 効率化の余地がある

部分の検討

 モビリティおよびロボット活用の将来像を実現する方向性として、AI技術・センシング技術をモビリティや
ロボットに適用する

 ボトルネックとしては、縦割りな分野規制、社会受容性の確保、必要な事例共有、通信やデータ面での技術
開発が挙げられる。

 「安全安心の向上」・「社会の連結」・「産業効率化」を目標に掲げる。

3.2 課題整理と手段定義/3.3 目標・共通指標の定義
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ロードマップの検討手順および位置付け

 国内に存在するロードマップを整理することで分野横断的な比較を実施できるよう
なロードマップを作成。

 以下の観点でロードマップ策定に関する課題発見を行い、今後の統合的なロードマッ
プ策定の基礎とする。

①状況整理
現状国内に存在する
ロードマップを横並び
での整理を実施

②課題発見
分野ごとのロードマップをみなおし
• 検討が足元数年のみで進んでいない分野や、

他の分野と比較して検討が必要な個所がない
か

• ほかの分野で検討ができている技術を当該分
野でも検討することができないか

（今後の課題）
バックキャスト型で実現したい社会像から
サービスやモビリティの在り方を規定

3.4 ロードマップ作成
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（参考）ロードマップ作成時の参考資料一覧

3.4 ロードマップの検討

 ロボット分野
 ［１］農業ロボット：農林水産省, 「各技術のロードマップ」, 190607-3.pdf (maff.go.jp)

（閲覧日2022/3/14）
 ［２］ロボット（施設管理、⼩売・飲⾷、⾷品製造）：経済産業省, 

「ロボットフレンドリーな環境構築のための取組案」, 
20200928002-1.pdf (meti.go.jp) （閲覧日2022/3/14）

 ［３］AI技術：人工知能技術戦略会議, 「人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ」,
人工知能の研究開発目標と産業化のロードマップ (nedo.go.jp) （閲覧日2022/3/14）

 ［４］自律移動ロボット：経済産業省, 「自動走行ロボットの社会実装に向けて」 , 
siryou5.pdf (kantei.go.jp) （閲覧日2022/3/14）

 自動運転車
 ［５］関連情報：東洋経済新報社,東洋経済ONLINE

「2025年｢自動運転レベル4｣に立ちはだかる壁」,
2025年｢自動運転レベル4｣に立ちはだかる壁 | 自動運転 | 東洋経済オンライン | 社会をよくする経

済ニュース (toyokeizai.net) （閲覧日2022/3/14）

 無人航空機・空飛ぶクルマ
 ［６］内閣官房内閣広報室, 「空の産業革命に向けたロードマップ2021」,

siryou4.pdf (kantei.go.jp) （閲覧日2022/3/14）
 ［７］経済産業省, 空飛ぶクルマロードマップ, 

空飛ぶクルマをふくむロードマップ20181220007 01.pdf (meti.go.jp) （閲覧日2022/3/14）
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費用便益分析の概要（分析の方針）

4.1 推計の前提条件

 自律移動ロボットのサービスについて「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」に基づき、
費用便益分析を実施。

▼ 費用便益分析の前提条件

ケース設定
・withケース ：自律移動ロボットのサービスあり
・withoutケース：自律移動ロボットのサービスなし

便益の計測

消費者便益
事業者便益
供給者便益

評価指標の算出
純現在価値（NPV）、費用便益比率（CBR）、経済的内部収益率（EIRR）

費用の計測

・機体費
・設備費

項目 内容

評価対象
自律移動ロボットのサービス

※withｹｰｽとwithoutｹｰｽの比較で評価

評価
算出
条件

評価
期間

2021年～2050年

評価
基準年

評価実施年
（2021年）

社会的
割引率

4.0%

計上
項目

便益
[B]

利用者便益、供給者便益、
残存価値

費用
[C]

機体費
設備費

▼ 費用便益分析のフロー



Copyright © Mitsubishi Research Institute 79

 計算実施の前提条件を以下のとおり設定する。

- 評価期間は、サービス提供期間、リソースの整備期間・耐用年数等を考慮し2050年時点まで対象とする。

- 費用、便益の計測は年単位で実施し、各年度内発生の便益、費用は全て年末計上とする。

- 将来の費用便益の現在価値化を行うための社会的割引率は、「技術指針」に沿って４％とする。

- 将来推計をバックキャストで行うため、サービスの効果が最も大きく見込まれる2050年時点の試算をまず行

う。その上で、サービスが未整備の2021年から2050年にいたるまで順次整備されていくにつれての便益費

用推計を行う。

 サービスの効果は以下の2つに大きく分けられる。 本費用便益分析においては、整備後の効果で

ある「施設効果」のみを対象とし、「事業効果」は対象としない。

- サービスの整備段階に発生する「事業効果」

- サービスの整備後に発生する「施設効果」

 費用便益分析の対象となる効果は、貨幣換算可能な効果（便益）である。

- サービスの利用により関係者（事業者・供給者・消費者）に発生する便益の和、すなわち国民経済的な便益

- 貨幣換算が難しい項目については、費用便益分析の対象から除くことが一般的であるが、定量化可能な効果に

ついては可能な限り貨幣換算を行うこととする。

費用便益分析の前提条件

4.1 推計の前提条件
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 モビリティ（ドローン・空飛ぶクルマ・小型モビリティ）の機体・施設（離発着場（ポート）・格納庫・通

信基地局・データセンター）は、リース会社が導入・保有・維持管理して、エンドユーザーにリースす

ると想定

- エンドユーザーは、リース会社にリース料金を支払って、モビリティを使用する。

- エンドユーザーは、モビリティを業務で利用する主体（農家、警備会社など）、およびモビリティでサービスを行

う主体（郵便会社、空飛ぶ乗合タクシー会社など）。

費用便益分析の前提条件

4.1 推計の前提条件

リース会社機体メーカー
機体納入

建設会社
施設設置

エンドユーザー

機体・施設リース

• モビリティを業務で利用（農家、警備会社など）

• モビリティでサービスを行う（郵便会社、空飛ぶ乗合タクシー会社など）

 社会全体の費用・便益は、リース会社の費用・便益と、エンドユーザーの費用・便益の合計値

- エンドユーザーがリース会社に支払う「リース料金」は、リース会社がエンドユーザーに提供する「モビリティ使

用権」と相殺されるので、費用・便益の項目には現れない。

機体・施設の
導入・保有・維持管理
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 自律移動ロボットの将来像が実現された2050年時点において7,520億円～ 9,650億円※の

経済効果（国内生産額合計）を見込む。※他産業への波及効果は除いた経済効果。

 分野別の集計では、農業（農薬散布収穫）・災害時の電波提供・救急搬送の効果が大きい。郵便配送

も便益が大きいが、車両・人手代替のためにはCAPEXの負担が大きい。

将来推計 算出結果

4.2 将来推計の総括

分野別集計結果（中位ケース）経済効果（国内生産額合計）

752
789

965
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 自律移動ロボットの導入数が予測よりもさらに増えた場合には、経済効果も増加する。

 現在想定している導入数が1.4倍となった場合には、 1兆1,040億円※の経済効果となる。

 少子高齢化により人件費が1.4倍となった場合には、 9,060億円※の経済効果となる。

※他産業への波及効果は除いた経済効果。

将来推計 個別項目の感度分析

4.2 将来推計の総括

自律移動ロボット導入数と国内生産額の関係 少子高齢化による人件費高騰と国内生産額の関係
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導入・運用に必要となるシステムのコスト整理

4.3 導入・運用に必要となるシステムのコスト整理

 拠点のコスト（イニシャルコスト）は、１拠点あたり約14.4百万円と見積もった。

 離発着場は、発売されているドローンポートの価格を参考に8.4百万円と見積もった。

 離発着場は、通信基地局の導入費用を参考に6.0百万円と見積もった。

拠点のコスト（イニシャル＋ランニング）

導入費用（１年あたり）
（イニシャルコスト）
百万円

年間維持管理費用
（ランニングコスト）
百万円

離発着場 8.40 0.84 

通信基地局 6.00 0.60 

計 14.40 1.44 
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 現在農薬散布を実施している農地を対象に、発生する要員費用・労働費用を削減できるものとして

便益を算出。

 農薬散布で、799.9億円の経済効果（国内生産額合計）を見込む。

将来推計：分野別算出結果（農薬散布の例)

4.4 用途別の計算結果

（注）需要が十分にあり、機体・拠点の稼働率が100%の場合を想定している。

分類 項目 下位 中位 上位 単位 計算式
前提条件 対象面積 3,622 3,622 3,622 千ha ②

機体数 368 459 551 機 ③
拠点（移動式）数 459 459 459 拠点 ④

便益 要員費・労働費の削減 １千haあたり要員費・労働費削減 16.0 20.0 24.0 百万円 ⑤
全面積の要員費・労働費削減 57,952 72,440 86,928 百万円 ⑥＝⑤ｘ②

合計 46,362 72,440 104,314 百万円 ⑦＝⑥
OPEX 機体 機体の１機あたり年間維持管理費用 0.2 0.2 0.2 百万円 ⑧

全機体の年間維持管理費用 74 92 110 百万円 ⑨＝⑧ｘ③
設備 設備の１拠点あたり年間維持管理費用 1.44 1.44 1.44 百万円 ⑩

全拠点の設備の年間維持管理費用 662 662 662 百万円 ⑪＝⑩ｘ④
合計 735 753 772 百万円 ⑫＝⑨＋⑪

CAPEX 機体 機体の１機１年あたり導入費用 0.4 0.4 0.4 百万円 ⑬
全機体の１年あたり導入費用 147 184 221 百万円 ⑭＝⑬ｘ③

設備 設備の１拠点１年あたり導入費用 14.4 14.4 14.4 百万円 ⑮
全拠点の設備の１年あたり導入費用 6,616 6,616 6,616 百万円 ⑯＝⑮ｘ④

合計 6,763 6,799 6,836 百万円 ⑰＝⑭＋⑯
便益合計 45,627 71,687 103,542 百万円 ⑱＝⑦ー⑫
国内生産額合計 53,859 79,993 111,921 百万円 ⑲＝⑦＋⑫＋⑰






